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 2016年熊本地震の地震動の作用により，御船町営中原団地では，造成宅地の地すべりを伴う深刻な被害

が発生した．本稿では，2016年熊本地震の前震時ならびに本震時に，中原団地に作用した地震動を推定し

た結果について報告する．具体的には，まず，中原団地とその周辺の既存強震観測点において常時微動計

測を実施し，地盤震動特性に関する基礎的な検討を行った．次に，中原団地において臨時地震観測を実施

し，得られた記録に基づいてサイト増幅特性を評価した．最後に，中原団地と御船町役場において臨時地

震観測を同時に実施し，得られた記録に基づいてサイト位相特性の類似性について検討を行った． 
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1.  はじめに 

 

2016年熊本地震の一連の地震活動により，震源域では

数多くの強震動が観測された．これらの強震動の作用に

より，震源域に位置する造成宅地の深刻な被害が報告1),2)

されている．上益城郡御船町内にある町営中原団地(以

後，中原団地と呼ぶ：図-1参照)は国道443号沿いの造成

宅地であり，4月14日21時26分に発生した熊本県熊本地

方を震源とする気象庁マグニチュード6.5の地震(以後，

前震と呼ぶ)の強震動の作用によって地盤に亀裂が発生

し，前震から約28時間後の4月16日1時25分に発生した熊

本県熊本地方を震源とする気象庁マグニチュード7.3の

地震(以後，本震と呼ぶ)の強震動の作用によって亀裂が

さらに拡大するなどの被害が発生した．御船町は避難指

示を本震後に発令したものの解除の見通しが全く立たな

いため，熊本県は中原団地とその周辺の住民を被災者生

活再建支援法に基づく長期避難世帯に認定するなど，造

成宅地の地すべりが住民等の生活に非常に大きな影響を

及ぼしている．この造成宅地の被災メカニズムなどを明

らかにするために，前震時および本震時に中原団地に作 

表-1 造成宅地に作用した地震動の事後評価に関する実績一覧 

対象地震 被災造成宅地 
1968年十勝沖地震 剣吉中学校造成斜面

4) 

1978年宮城県沖地震 
仙台市南光台

5),6) 

白石市緑が丘団地
7) 

1993年釧路沖地震 釧路市緑ヶ岡
8) 

1995年兵庫県南部地震 神戸市住吉山手
9) 

2001年芸予地震 呉市両城
10) 

2004年新潟県中越地震 長岡市高町団地
11) 

2011年東北地方太平洋沖地震 

一関市舘ニュータウン
12) 

仙台市西花苑
13) 

仙台市南光台
5),6) 

仙台市折立団地
14) 

仙台市緑ヶ丘団地
15) 

山元町太陽ニュータウン
16) 

白石市緑が丘団地
7) 

福島市あさひ台団地
17) 

東海村南台団地
18) 

 

用した地震動を評価することは非常に重要である． 

 これまで著者ほかは，造成宅地に作用した地震動を事

後評価する試み3)を，継続的に実施している(表-1参照)．

しかしながら，表-1に示すとおり，既往の研究の多くは，



 

2011年東北地方太平洋沖地震を中心とした海溝型地震を

対象とした検討であり，内陸地殻内地震を対象とした検

討8),10)は少なく，今後実績を積み重ねていく必要がある． 

 上述した背景を踏まえ本稿では，2016年熊本地震の前

震時ならびに本震時に中原団地に作用した地震動を，常

時微動計測および臨時地震観測に基づいて評価した結果

について報告する．具体的には，まず，中原団地とその

周辺の既存強震観測点において常時微動計測を実施し，

地盤震動特性に関する基礎的な検討を行った．次に，中

原団地において臨時地震観測を実施し，得られた記録に

基づいてサイト増幅特性を評価した．最後に，中原団地

と御船町役場において臨時地震観測を同時に実施し，得

られた記録に基づいてサイト位相特性の類似性について

検討を行った． 

 
 
2.  中原団地の被災概況および観測記録の整理 

 

 まず，中原団地の被災概況19)について以下に述べる．

2016年熊本地震の強震動の作用によって住家の一部損壊

や地盤流出などの被害が発生し，進行性地すべりによっ

て国道443号線に近い住宅の崩落が危惧されている．図- 
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図-1 2016年熊本地震の前震・本震による震源域と中原団地 
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図-2 2016年熊本地震による中原団地の被災状況19) 

2は，亀裂の発生状況を地形図上にプロットしたもので

あるが，引張亀裂と圧縮亀裂の分布より，造成宅地北西

部において南方向に変位するブロックと，造成宅地中央

部において東方向に変位するブロックの二つの地すべり

ブロック(幅約80m・長さ約200m)が存在することが読み

取れる．さらに，この地すべりブロックの東隣には，圧

縮亀裂が認められ，造成宅地を国道443号線側の谷に押

し出している．これらの地すべりブロックの形状は，旧

谷地形と良い一致を示すため，谷埋め盛土の地すべりで

あると結論付けられている． 

 次に，中原団地周辺の既存強震観測点において得られ

た記録について整理を行う．図-3は，前震時および本震

時に中原団地周辺で観測された気象庁計測震度の値20)を

位置情報とともに示したものである．なお，中原団地で

は，前震時ならびに本震時ともに地震観測は行われてい

ない．図-3に示すように，中原団地の近くには，御船町

役場，城南総合出張所，甲佐町役場，美里町役場，松橋

I.C.の五つの強震観測点が存在する．甲佐町役場と美里

町役場は比較的近い距離関係にあるにも関わらず，気象

庁計測震度の値が前震時・本震時ともに大きく異なって

いることから，中原団地において前震時および本震時に

作用した地震動の特徴は，御船町役場での観測地震動と

同様と見なすことができない可能性が示唆される． 

 

 

3.  常時微動計測の実施 

 

常時微動計測は，中原団地の全域(図-4参照)および周

辺の既存強震観測点(図-3参照)において実施した．写真

-1に中原団地内での常時微動計測状況の一例を示す．計

測日は，2016年4月24日である．計測は昼間に実施し，

微動計としては白山工業(株)製の一体型微動探査兼地震

計機器21)を採用した．計測機器の諸元については，文献

21)を参照されたい．計測方向は水平二成分と鉛直成分

の計三成分であり，後述する常時微動H/Vスペクトルの 
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図-3 2016年熊本地震の前震・本震による観測記録の分布 



 

計算では，水平二成分の平均をとった．計測時間は，一

計測点あたり約30分間の単点計測とした． 

常時微動H/Vスペクトルの計算処理方法22)としては，

微動の加速度時刻歴に対して0.1Hzのハイ・パスフィル

ターを施し，雑振動が比較的小さい163.84秒の区間を七

区間抽出し，フーリエスペクトルの計算を行い，バンド

幅0.05HzのParzen Windowで平滑化した後に，H/Vスペク

トルを算出し，七区間の平均をとった．評価振動数の範

囲としては，使用した微動計測器の性能21)などを考慮し

て0.2～10Hzとした． 

図-5は，中原団地内(臨時地震観測点(後述)を含む計

23地点：図-4参照)の常時微動H/Vスペクトルに対して，

周辺の既存強震観測点(図-3参照)での常時微動H/Vスペ

クトルを比較したものである．図-5に示すとおり，中原

団地内においてスペクトル形状などの常時微動H/Vスペ

クトルの一般的特徴に一定のバラツキが確認できるもの

の，3Hz付近にピーク周波数を有するなど，中原団地内

における地盤震動特性は概ね一様であるといえる．また，

中原団地全体のH/Vスペクトル(周波数ごとの平均値お

よびその標準偏差の分布)と臨時地震観測点(後述)での

H/Vスペクトルに着目すると，両者の特徴(ピーク周波

数やスペクトル形状など)が比較的良い一致を示してい

ることから，中原団地内における臨時地震観測点の設置

位置に関する適用性が確認できる．一方で，中原団地全

体のH/Vスペクトルに対する既存強震観測点でのH/Vス

ペクトルの比較では，御船町役場においては両者の特徴

が比較的類似しているものの，その他の観測点では両者

の特徴が類似しているとは言い難い． 

 

写真-1 中原団地内における常時微動計測の実施状況の一例 

N
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図-4 中原団地内での常時微動計測地点・臨時地震観測地点 
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図-5 中原団地内とその周辺の既存強震観測点における常時微動H/Vスペクトルの比較 



 

 図-6は，常時微動H/Vスペクトルの類似性が確認され

た中原団地～御船町役場間に主に着目した(国研)産業技

術総合研究所による地質図23)である．図-6に示すように，

中原団地と御船町役場では，地質区分の特徴が類似して

いないことから，上述した両地点でのH/Vスペクトルに

基づく地盤震動特性の類似性に関しては，より詳細な検

討が必要であることが示唆される． 

これらの知見を踏まえ，4.では中原団地と御船町役場

におけるサイト増幅特性の類似性，5.では中原団地と御

船町役場におけるサイト位相特性の類似性，についてそ

れぞれ評価を行い，前震時および本震時に中原団地に作

用した地震動として，御船町役場で得られた観測地震動

が援用できる可能性について詳細な検討を行った． 

 

 

4.  サイト増幅特性の評価 

 

 中原団地内に設けた臨時地震観測点の位置を図-4に示

す．地震観測は，一体型微動探査兼地震計機器21)を上記

位置の地表に設置することで実施した．観測期間は，

2016年4月24～25日である．観測条件として，サンプリ

ング周波数は100Hz，および観測方向はNS, EW, UDの三

成分とし，トリガー加速度レベルは設定せずに，常時観

測を継続するシステムとした．その結果，以下に示すよ

うな余震観測記録が現・K-NET熊本(図-1参照)と同時に

得ることができた． 

・EQ-1：2016/04/24 08:18 10km 熊本県阿蘇地方(MJ 4.0) 

・EQ-2：2016/04/24 16:52 10km 熊本県阿蘇地方(MJ 4.1) 

・EQ-3：2016/04/24 18:50 11km 熊本県熊本地方(MJ 3.6) 

・EQ-4：2016/04/25 00:44 11km 熊本県熊本地方(MJ 4.5) 

 図-7は，中原団地におけるサイト増幅特性，御船町役

場におけるサイト増幅特性24)，現・K-NET熊本における

サイト増幅特性25)を重ね合せたものである．なお，本稿

では全て地震基盤～地表相当のサイト増幅特性となって

いる．中原団地におけるサイト増幅特性の評価手順は以

下のとおりである．まず，現・K-NET熊本と中原団地で 
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図-6 産総研地質図23)による中原団地周辺の地質 

同時に得られた地震観測記録(EQ-1～4)を対象に，両地

点の震源からの距離の違いによる補正26),27)を考慮したフ

ーリエスペクトルの比率(中原団地／現・K-NET熊本)を

計算した．次に，この比率を現・K-NET熊本における既

存のサイト増幅特性25)に掛け合わせることで，中原団地

(臨時観測点)におけるサイト増幅特性を評価した．御船

町役場におけるサイト増幅特性についても上記と同様の

方法に基づいて評価24)した． 

 図-7に示すように，中原団地と御船町役場では，サイ

ト増幅特性の特徴(ピーク周波数やスペクトル形状など)

が比較的類似している傾向が読み取れる．この傾向は，

御船町役場で得られた前震観測記録および本震観測記録

のフーリエ振幅特性が，前震時もしくは本震時に中原団

地に作用した地震動のフーリエ振幅特性と類似していた

可能性を示唆するものである． 

 

 

5.  サイト位相特性の評価 

 

 4.で得られた知見を踏まえ，本研究では，中原団地内

(図-4参照)と御船町役場(震度計の極近傍)において臨時

地震観測を再度実施した．御船町役場における観測地震

動のデータ公開は比較的規模の大きな地震によるものに

限定されているため，4.の段階では中原団地と御船町役

場で同時に観測された地震動のデータが無いためにサイ

ト位相特性の類似性の評価が困難であったことなどが再

観測の理由である．ここに，地震観測システムは4.と同

様であり，観測期間は2016年7月2～3日である．その結

果，以下に示す余震観測記録が中原団地と御船町役場で

同時に得ることができた． 

・EQ-5：2016/07/03 16:51 15km 熊本県熊本地方(MJ 3.8) 

 図-1に示すように，EQ-5は，前震・本震の震源(震央) 

の比較的近くで発生した余震であるため，経験的グリー

ン関数法・統計的グリーン関数法などの断層モデルに基 
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図-7 サイト増幅特性(地震基盤～地表)の類似性の評価 
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図-8 2016年熊本地震の前震・本震の震源域を対象としたサイト位相特性の類似性の評価 
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図-9 2016年熊本地震の前震・本震による御船町役場での観測地震動（中原団地における推定地震動） 

 

づく手法28)の要素地震(種地震)として，もしくはサイト

特性置換手法29)における位相特性(波形形状)を規定する

地震波として採用が期待できる地震である．図-8(a)～

(d)にEQ-5による中原団地と御船町役場での観測地震動

の加速度時刻歴を水平二成分について示す． 

 図-8(e),(f)は，御船町役場におけるEQ-5による観測記

録の速度波形(観測波)と，観測波のフーリエ振幅特性を

用いてフーリエ位相特性のみ中原団地におけるEQ-5に

よる観測記録のフーリエ位相特性に置き換えた合成速度

波形(置換波)を，水平二成分について比較したものであ

る．図-8(e),(f)に示すとおり，観測波と置換波が非常に

良い一致を示していることから，中原団地と御船町役場

では，前震・本震の震源域におけるサイト位相特性の特

徴が比較的類似していることが確認できる． 

 上述したように，サイト増幅特性のみならずサイト位

相特性の観点からも(フーリエ振幅特性のみならずフー

リエ位相特性の観点からも)，中原団地と御船町役場の

サイト特性には共通性が見られる．さらに，両地点に対

する前震ならびに本震の震源からの距離もそれほど大き

な差異はないことを考慮すると(図-1参照)，御船町役場

で観測されている前震時ならびに本震時の地震動(図-9

参照)を，中原団地に作用した前震時ならびに本震時の

地震動と見なすことが可能であると考えられる． 

 

 

6.  まとめ 

 

 本研究では，2016年熊本地震の前震・本震における御

船町営中原団地での地震動を推定するため，中原団地等

で常時微動計測・余震観測を行い，得られた記録につい

てフーリエ振幅・位相特性に着目した解析を行った． 

その結果，中原団地から1.6kmほど北にある御船町役

場での前震・本震観測記録を中原団地に作用した地震動

と見なすことが工学的に可能と考えられる．なお，図-3

に示すように，御船町役場で得られた観測地震動は周辺

の前震・本震観測記録と比較して極端に大きなものでは

ないことから(すなわち，中原団地において局所的に大

きな地震動が本震時に作用したわけではないため)，中



 

原団地の地すべり被害は，団地内における土構造物(谷

埋め盛土)の耐震性能が主要因であると推察され，動的

解析などを今後行っていく予定である．また，御船町役

場の前震・本震観測記録は，いずれも地表面で得られた

ものであるため，中原団地における動的解析などの入力

地震動として利用する場合には，適切な地盤モデル・解

析手法30)により工学的基盤の地震動を別途計算する必要

があることを付記しておく． 
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GROUND MOTION ESTIMATION AT RESIDENTIAL LAND IN MIFUNE TOWN 

FOR THE 2016 KUMAMOTO EARTHQUAKE SEQUENCE 
BASED ON MICROTREMOR MEASUREMENTS AND SEISMIC OBSERVATION 

 
Yoshiya HATA, Masaki YAMAUCHI, Toshitaka KAMAI and Gonghui WANG 

 
   In Nakahara, a residential area in Mifune Town, serious damage was caused by the 2016 Kuamoto 
earthquake sequence. To better understand the mechanism of the damage, it is necessary to have a better 
understanding on the seismic response of the residential area during the foreshock and the main shock 
with high accuracy by taking into account site effects. In this study, we evaluated the similarity of the 
empirical site amplification and phase effects between Mifune Town Office and the residential area based 
on results of microtremor measurements and temporary earthquake observations. 
 
 


